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開会 令和５年１２月１２日 

栗 山 町 議 会 議 場 

 



令和５年栗山町議会定例会 

１２月定例会議 

 

議 事 日 程 

 
       令和５年１２月１２日 

午 前 ９ 時 ３ ０ 分 開 議 

日 

程 

議  案 

番  号 
議 件 名 結 果 

１ 
 

 
会議録署名議員の指名  

２ 
 

 
議会運営委員会報告  

３  
諸般の報告 

 ①会 務 報 告 
 

   ②監 査 報 告  

４  行 政 報 告  

５  一 般 質 問  

６ 
議 案 

第３４号 
令和５年度栗山町一般会計補正予算（第８号）  

７ 
議 案 

第３５号 

令和５年度栗山町国民健康保険特別会計補正予算 

（第２号） 
 

８ 
議 案 

第３６号 

令和５年度北海道介護福祉学校特別会計補正予算 

（第３号） 
 

９ 
議 案 

第３７号 

令和５年度栗山町介護保険特別会計補正予算 

（第２号） 
 

10 
議 案 

第３８号 

令和５年度栗山町後期高齢者医療特別会計補正予算 

（第２号） 
 



 

11 
議 案 

第３９号 
令和５年度栗山町水道事業会計補正予算（第１号）  

12 
議 案 

第４０号 
令和５年度栗山町下水道事業会計補正予算（第１号）   

13 
議 案 

第４１号 
栗山町森林（もり）づくり基金条例  

14 
議 案 

第４２号 
職員の給与に関する条例の一部を改正する条例  

15 
議 案 

第４３号 

栗山町議会の議員の議員報酬及び費用弁償等に  

関する条例の一部を改正する条例 
 

16 
議 案 

第４４号 

特別職の職員の給与に関する条例の一部を改正する 

条例 
 

17 
議 案 

第４５号 

栗山町第１号会計年度任用職員の報酬、期末手当及び  

費用弁償に関する条例の一部を改正する条例 
 

18 
議 案 

第４６号 

栗山町第２号会計年度任用職員の給与に関する  

条例の一部を改正する条例 
 

19 
議 案 

第４７号 

地方自治法の改正に伴う関係条例の整理に関する 

条例 
 

20 
議 案 

第４８号 
栗山町国民健康保険税条例の一部を改正する条例  

21 
議 案 

第４９号 

栗山町特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の  

運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例  
 

22 
議 案 

第５０号 
道央廃棄物処理組合規約の一部変更について  

23 
議 案 

第５１号 
財産の取得について  

24 
議 案 

第５２号 
財産の取得について  

 



 

25 
諮 問 

第 １ 号 
人権擁護委員の推せんについて  

    

13 
議 案 

第４２号 
  

14 
議 案 

第４３号 

栗山町議会の議員の議員報酬及び費用弁償等に  

関する条例の一部を改正する条例 
 

15 
議 案 

第４４号 

特別職の職員の給与に関する条例の一部を改正する 

条例 
 

16 
議 案 

第４５号 

栗山町第１号会計年度任用職員の報酬、期末手当及び  

費用弁償に関する条例の一部を改正する条例 
 

17 
議 案 

第４６号 

栗山町第２号会計年度任用職員の給与に関する  

条例の一部を改正する条例 
 

18 
議 案 

第４７号 

地方自治法の改正に伴う関係条例の整理に関する 

条例 
 

19 
議 案 

第４８号 
栗山町国民健康保険税条例の一部を改正する条例  

20 
議 案 

第４９号 

栗山町特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の  

運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例  
 

21 
議 案 

第５０号 
道央廃棄物処理組合規約の変更について  

22 
議 案 

第５１号 
財産の取得について  

23 
議 案 

第５２号 
財産の取得について  

24 
諮 問 

第 １ 号 
人権擁護委員の推せんについて  

 



会 務 報 告 
 

10 月 3 日 

4 日 

 

5 日 

 

〃日 

 

〃日 

 

6 日 

〃日 

 

〃日 

 

8 日 

10 日 

〃日 

〃日 

11 日 

 

12 日 

 

〃日 

〃日 

13 日 

 

16 日 

16～18 日 

 

19 日 

〃日 

20 日 

 

23 日 

興部町議会が視察のために来町したので議長が応接した。 

広報広聴常任委員会広報小委員会を所管事務調査のため委員会室

で開催した。 

倶知安町議会総務常任委員会が視察のために来町したので議長に

代わって副議長が応接した。 

栃木県栃木市議会が視察のために来町したので議長に代わって副

議長が応接した。 

令和５年度市区町村長及び市町村議会議長総務大臣表彰式に議長

が出席した。                 （於 東京都） 

議会運営委員会を委員会室で開催した。 

広報広聴常任委員会広聴小委員会を所管事務調査のため委員会室

で開催した。 

岩見沢市開庁１４０年・市制施行８０周年記念式典に議長が出席

した。                   （於 岩見沢市） 

第２回くりやまハーフマラソンに議長が出席した。 

全員協議会を議員控室で開催した。 

広報広聴常任委員会を所管事務調査のため議員控室で開催した。 

産業福祉常任委員会を所管事務調査のため委員会室で開催した。 

広報広聴常任委員会広報小委員会を所管事務調査のため委員会室

で開催した。 

神奈川県藤沢市議会議会改革推進会議が視察のために来町したの

で議長が応接した。 

総務教育常任委員会を所管事務調査のため委員会室で開催した。 

議会モニター会議を第１会議室で開催した。 

和歌山県美浜町議会が視察のために来町したので議長が応接し

た。 

栗山町国道２３４号整備促進期成会役員会に議長が出席した。 

道外政務調査のため齊藤班長外５名が岡山県和気町、岡山県美咲

町、岡山県高梁市に出張した。 

行政運営に関する調査特別委員会を議場で開催した。 

産業福祉常任委員会を所管事務調査のため委員会室で開催した。 

北海道市町村職員退職手当組合例月出納検査に議長が出席した。 

                       （於 札幌市） 

栗山町表彰審議会に議長が出席した。 



10 月 23 日 

～24 日 

25 日 

 

26 日 

27 日 

 

29 日 

11 月 2 日 

6 日 

〃日 

 

7 日 

8～10 日 

 

12 日 

 

13 日 

 

13～15 日 

 

16 日 

 

〃日 

 

17 日 

18 日 

20 日 

〃日 

 

21 日 

〃日 

 

〃日 

 

24 日 

宮城県角田市議会正副議長が表敬訪問のために来町したので議長

が応接した。 

令和５年第２回空知町村議会議長会定期総会に議長が出席した。 

                       （於 札幌市） 

第３１回栗山地区連合会定期総会に議長が出席した。 

栗山町国道２３４号整備促進期成会札幌要望に議長が出席した。 

                       （於 札幌市） 

栗山赤十字病院施設整備事業起工式に議長が出席した。 

鶴居村議会が視察のために来町したので議長が応接した。 

議会運営委員会を委員会室で開催した。 

岐阜県東白川村議会が視察のために来町したので議長が応接し

た。 

行政運営に関する調査特別委員会を議場で開催した。 

栗山町国道２３４号整備促進期成会中央要望に議長が出席した。 

（於 東京都） 

令和５年度社会福祉貢献者表彰式並びに２０２３ふれあい広場く

りやまに議長が出席した。 

地方議会活性化シンポジウム２０２３に議長が出席した。 

（於 東京都） 

議会運営委員会先進地視察のため鈴木委員長外６名が東京都福生

市、神奈川県鎌倉市に出張した。 

清水町議会総務産業常任委員会が視察のために来町したので議長

が応接した。 

三重県木曽岬町議会が視察のために来町したので議長に代わって

副議長が応接した。 

令和５年栗山町議会議友会総会及び懇親会に議長が出席した。 

故勝部征矢お別れ会に議長が参列した。     （於 恵庭市） 

令和５年度栗山町叙勲者清風会懇親会に議長が出席した。 

南空知ふるさと市町村圏組合議会令和５年第２回定例会に議長が

出席した。                （於 岩見沢市） 

北海道町村議会議長会理事会に議長が出席した。 （於 札幌市） 

北海道市町村職員退職手当組合例月出納検査に議長が出席した。 

（於 札幌市） 

令和５年度第３回くりやまハーフマラソン実行委員会に議長に代

わって副議長が出席した。 

令和５年度栗山町政功労者表彰式に議長が出席した。 



26～28 日 

 

29 日 

 

30 日 

 

12 月 1 日 

 

2 日 

令和５年度南空知町村議会議長連絡協議会道外行政視察に議長が

出席した。        （於 岡山県美咲町、徳島県那賀町） 

第６７回町村議会議長全国大会及び研修会に議長が出席した。 

（於 東京都） 

令和５年道央廃棄物処理組合議会第２回定例会に議長が出席し

た。                    （於 北広島市） 

栗山商工会議所令和５年度永年勤続役員議員表彰式に議長が出席

した。 

道央廃棄物処理組合焼却施設建設工事火入れ式に議長が出席し

た。                     （於 千歳市） 

 



議 案 の 提 出 に つ い て 

 

令和５年栗山町議会定例会１２月定例会議に議案第３４号から議案第５２号まで及び

諮問第１号を別紙のとおり提出する。 

 

令和５年１２月１２日 

 

 

 

 栗山町議会議長  鵜  川  和  彦  様 

 

 

                       栗山町長 佐々木   学 
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（ 債 務 負 担 行 為 の 補 正 ）

第 ２ 条 債 務 負 担 行 為 の 追 加 は 、 「 第 ２ 表 債 務 負 担 行 為 の 補 正 」 に よ る 。

　議　案　第　３　４　号

２ 歳 入 歳 出 予 算 の 補 正 の 款 項 の 区 分 及 び 当 該 区 分 ご と の 金 額 並 び に 補 正 後 の 歳 入 歳 出 の

金 額 は 、 「 第 １ 表 歳 入 歳 出 予 算 補 正 」 に よ る 。

令 和 ５ 年 度 栗 山 町 一 般 会 計 補 正 予 算 （ 第 ８ 号 ）

令 和 ５ 年 度 栗 山 町 一 般 会 計 補 正 予 算 は 、 次 に 定 め る と こ ろ に よ る 。

（ 歳 入 歳 出 予 算 の 補 正 ）

第 １ 条 歳 入 歳 出 予 算 の 総 額 に 歳 入 歳 出 そ れ ぞ れ ３ ４ ２ ， ８ ５ ３ 千 円 を 追 加 し 、 歳 入 歳 出

予 算 の 総 額 を 歳 入 歳 出 そ れ ぞ れ １ １ ， ２ ２ ３ ， ７ ７ ４ 千 円 と す る 。

（ 地 方 債 の 補 正 ）

第 ３ 条 地 方 債 の 変 更 は 、 「 第 ３ 表 地 方 債 の 補 正 」 に よ る 。 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

（ 繰 越 明 許 費 )

第 ６ 条 地 方 自 治 法 第 ２ １ ３ 条 第 １ 項 の 規 定 に よ り 翌 年 度 に 繰 り 越 し て 使 用 す る こ と が

で き る 経 費 は 、 「 第 ４ 表 繰 越 明 許 費 」 に よ る 。



第１表　歳入歳出予算補正

     歳        入 （単位：千円）

款 項 補正前予算額 補正予算額 計

11 地方交付税 3,480,000 148,147 3,628,147

1 地方交付税 3,480,000 148,147 3,628,147

13 分担金及び負担金 82,054 △1,283 80,771

1 負担金 82,054 △1,283 80,771

15 国庫支出金 1,182,262 2,630 1,184,892

1 国庫負担金 597,654 202 597,856

2 国庫補助金 567,500 2,428 569,928

16 道支出金 768,728 175,212 943,940

1 道負担金 336,211 101 336,312

2 道補助金 408,561 175,111 583,672

18 寄附金 304,700 15,720 320,420

1 寄附金 304,700 15,720 320,420

19 繰入金 463,171 △264,858 198,313

1 基金繰入金 463,026 △264,858 198,168

20 繰越金 54,879 271,257 326,136

1 繰越金 54,879 271,257 326,136

21 諸収入 202,192 1,444 203,636

5 雑入 74,790 1,444 76,234

22 町債 2,356,650 △5,416 2,351,234

1 町債 2,356,650 △5,416 2,351,234

歳　　入　　合　　計 10,880,921 342,853 11,223,774
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     歳        出

款 項 補正前予算額 補正予算額 計

2 総務費 2,249,861 113,501 2,363,362

1 総務管理費 2,190,469 113,314 2,303,783

2 徴税費 21,031 187 21,218

3 民生費 2,060,637 25,102 2,085,739

1 社会福祉費 1,461,172 21,015 1,482,187

2 児童福祉費 599,250 4,087 603,337

4 衛生費 2,107,117 822 2,107,939

1 保健衛生費 1,334,170 822 1,334,992

5 労働費 7,716 228 7,944

1 労働費 7,716 228 7,944

6 農林水産業費 517,893 175,614 693,507

1 農業費 490,671 174,614 665,285

2 林業費 27,222 1,000 28,222

7 商工費 254,154 53 254,207

1 商工費 254,154 53 254,207

8 土木費 1,258,853 216 1,259,069

4 都市計画費 289,683 216 289,899

10 教育費 853,282 25,989 879,271

1 教育総務費 205,706 6,471 212,177

2 小学校費 106,434 10,361 116,795

3 中学校費 53,401 1,547 54,948

4 社会教育費 194,583 1,780 196,363

5 保健体育費 293,158 5,830 298,988

11 災害復旧費 23,451 1,328 24,779

1 公共土木施設災害復旧費 21,951 968 22,919

2 農林水産業施設災害復旧費 1,500 360 1,860

歳　　出　　合　　計 10,880,921 342,853 11,223,774
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１. 追　　　　加 (単位:千円)

年 度

令和6 93,610

令和7 93,610

令和8 93,610

令和6 25,982

9. 一般廃棄物収集運搬等業務
自
至

令和5年度
令和8年度

280,830

10. 学生寮食事提供業務
自
至

令和5年度
令和6年度

25,982

令和5年度
令和6年度

74,440 令和6 74,440

- 4 -

第２表　債務負担行為の補正

事 項 期 間 限 度 額 金 額

第２表　債務負担行為の補正

8. 町営バス運行管理業務
自
至



１. 変　　　　更 （単位 : 千円）

補 正 前 補 正 後

限 度 額 限 度 額

49. 過年発生補助災害復旧事業債 4,400 4,600

50. 令和５年度臨時財政対策債 30,000 24,384

- 5 -

第３表　地方債の補正

起 債 の 目 的



歳　　入 （単位：千円）

款 節     

項 補正前予算額 補正予算額 計 説明

目

⑪ 地方交付税 3,480,000 148,147 3,628,147

1 地方交付税 3,480,000 148,147 3,628,147

1 地方交付税 3,480,000 148,147 3,628,147 1 普通交付税 148,147

⑬ 分担金及び負担金 82,054 △ 1,283 80,771

1 負担金 82,054 △ 1,283 80,771

3 教育費負担金 46,524 △ 1,283 45,241 1 給食費負担金 △ 1,283 現年度分

小学校（含教員）減額 △ 814

中学校（含教員）減額 △ 469

⑮ 国庫支出金 1,182,262 2,630 1,184,892

1 国庫負担金 597,654 202 597,856

1 民生費国庫負 541,901 202 542,103 2 児童福祉費負 202 未熟児養育医療給付費負担金追加

担金 担金

2 国庫補助金 567,500 2,428 569,928

2 民生費国庫補 47,196 123 47,319 1 社会福祉費補 123 障害者総合支援事業費補助金

助金 助金

5 教育費国庫補 3,171 1,529 4,700 1 教育総務費補 1,529 学校保健特別対策事業費補助金

助金 助金

6 災害復旧費国 15,812 776 16,588 1 公共土木施設 776 雨煙別本沢線災害復旧費補助金減額 △ 408

庫補助金 災害復旧費補 東山２号線災害復旧費補助金追加 1,184

助金

⑯ 道支出金 768,728 175,212 943,940

1 道負担金 336,211 101 336,312

1 民生費道負担 336,211 101 336,312 2 児童福祉費負 101 未熟児養育医療給付費負担金追加

金 担金

2 道補助金 408,561 175,111 583,672

2 民生費道補助 50,164 1,336 51,500 2 児童福祉費補 1,336 乳幼児医療費助成事業補助金

金 助金 医療費追加

3 衛生費道補助 2,563 411 2,974 1 保健衛生費補 411 不妊治療費等助成事業補助金

金 助金

歳　入　歳　出　事　項　別　明　細　書

区分 金額
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款 節     

項 補正前予算額 補正予算額 計 説明

目

⑯ 2 4 農林水産業費 348,216 173,364 521,580 1 農業費補助金 173,364 中山間地域等直接支払交付金減額 △ 2,152

道補助金 畑地化促進事業補助金 175,516

⑱ 寄附金 304,700 15,720 320,420

1 寄附金 304,700 15,720 320,420

1 寄附金 304,700 15,720 320,420 1 総務寄附金 15,690 一般寄附金追加 5,735

企業版ふるさと応援寄附金追加 9,955

2 社会福祉寄附 30

金

⑲ 繰入金 463,171 △ 264,858 198,313

1 基金繰入金 463,026 △ 264,858 198,168

1 財政調整基金 266,157 △ 264,874 1,283 1 財政調整基金 △ 264,874

繰入金 繰入金

7 子ども夢づく 1,300 16 1,316 1 子ども夢づく 16

り基金繰入金 り基金繰入金

⑳ 繰越金 54,879 271,257 326,136

1 繰越金 54,879 271,257 326,136

1 繰越金 54,879 271,257 326,136 1 前年度繰越金 271,257

㉑ 諸収入 202,192 1,444 203,636

5 雑入 74,790 1,444 76,234

2 雑入 74,785 1,444 76,229 2 雑入 1,444 北海道市町村振興協会助成金追加 1,000

未熟児養育医療費負担金追加 44

ネーミングライツ料 400

㉒ 町債 2,356,650 △ 5,416 2,351,234

1 町債 2,356,650 △ 5,416 2,351,234

9 災害復旧債 4,400 200 4,600 1 災害復旧債 200 過年発生補助災害復旧事業債追加

10 臨時財政対策 30,000 △ 5,616 24,384 1 臨時財政対策 △ 5,616 令和５年度臨時財政対策債減額

債 債

区分 金額
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歳　　出
款 財 源 内 訳 節       

項 補正前予算額 補正予算額 計 特定財源 説明

目 国道支出金 地方債 その他

② 総務費 2,249,861 113,501 2,363,362 48 15,740 97,713

1 総務管理費 2,190,469 113,314 2,303,783 48 15,740 97,526

1 一般管理費 82,577 1,646 84,223 48 1,598 1 報酬 346 会計年度任用職員追加

10 需用費 1,300 光熱水費

電気料追加

3 会計管理費 2,571 27 2,598 27 1 報酬 27 会計年度任用職員追加

5 町有林管理 15,922 4,082 20,004 6,340 △2,258 10 需用費 110 消耗品費

費 事業用

24 積立金 3,972 森林（もり）づくり基金積立金

6 財政調整基 1,531 69,590 71,121 4,250 65,340 24 積立金 69,590 財政調整基金積立金追加

金費

7 出張所費 1,797 16 1,813 16 1 報酬 16 会計年度任用職員追加

12 企画費 30,652 - 30,652 50 △50

17 職員給与費 1,151,302 32,285 1,183,587 32,285 2 給料 3,645 一般職給追加

3 職員手当等 23,149 時間外手当追加 17,000

管理職手当追加 858

期末手当追加 3,587

勤勉手当追加 1,704

4 共済費 5,491 共済組合負担金追加

18 バス路線維 95,505 568 96,073 568 13 使用料及び 568 バス借上料追加

持費 賃借料

24 ふるさと納 302,001 5,100 307,101 5,100 24 積立金 5,100 ふるさと応援基金積立金追加

税推進費

2 徴税費 21,031 187 21,218 187

2 賦課徴収費 21,017 187 21,204 187 12 委託料 187 総合行政情報システム改修追加

③ 民生費 2,060,637 25,102 2,085,739 1,762 124 23,216

1 社会福祉費 1,461,172 21,015 1,482,187 123 30 20,862

1 社会福祉総 433,773 17,260 451,033 17,260 11 役務費 114 通信運搬費

務費 郵便料追加

一般財源 区分 金額
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款 財 源 内 訳 節       

項 補正前予算額 補正予算額 計 特定財源 説明

目 国道支出金 地方債 その他

③ 1 1 　 18 負担金補助 71 補助金

及び交付金 栗山町月見草の会５０周年記念事業

19 扶助費 16,200 特別冬期生活支援金

27 繰出金 875 介護保険特別会計繰出金追加

2 老人福祉費 409,256 1,327 410,583 1,327 12 委託料 149 いきいき交流プラザ指定管理業務追加

18 負担金補助 1,178 負担金

及び交付金 北海道後期高齢者医療広域連合追加

4 心身障害者 582,449 275 582,724 123 30 122 12 委託料 275 障がい者福祉システム改修

福祉費

5 総合福祉セ 24,462 2,153 26,615 2,153 10 需用費 1,680 光熱水費

ンター費 電気料追加 1,560

水道料追加 60

下水道料追加 60

11 役務費 253 手数料

非常用発電機負荷試験

17 備品購入費 220 一般機器追加

2 児童福祉費 599,250 4,087 603,337 1,639 94 2,354

1 児童福祉総 210,154 4,087 214,241 1,639 94 2,354 11 役務費 19 手数料

務費 子ども医療費請求事務取扱追加

12 委託料 108 子ども医療費審査支払事務追加

19 扶助費 3,960 子ども医療費助成追加 3,510

未熟児療育医療給付費追加 450

④ 衛生費 2,107,117 822 2,107,939 411 411

1 保健衛生費 1,334,170 822 1,334,992 411 411

2 予防費 135,301 822 136,123 411 411 19 扶助費 822 不妊治療費等助成

⑤ 労働費 7,716 228 7,944 228

1 労働費 7,716 228 7,944 228

2 勤労者福祉 7,636 228 7,864 228 12 委託料 228 勤労者福祉センター指定管理業務追加

センター費

⑥ 農林水産業費 517,893 175,614 693,507 173,364 1,300 950

一般財源 区分 金額
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款 財 源 内 訳 節       

項 補正前予算額 補正予算額 計 特定財源 説明

目 国道支出金 地方債 その他

⑥ 1 農業費 490,671 174,614 665,285 173,364 300 950

2 農業総務費 6,362 709 7,071 709 12 委託料 709 有害鳥獣駆除業務追加

3 農業振興費 370,484 173,905 544,389 173,364 541 18 負担金補助 173,905 負担金

及び交付金 栗山町農業振興公社事業追加 1,258

補助金

畑地化促進事業 175,516

交付金

中山間地域等直接支払減額 △2,869

5 農業担い手 22,043 - 22,043 300 △300

育成費

2 林業費 27,222 1,000 28,222 1,000

2 森林環境譲 14,626 1,000 15,626 1,000 24 積立金 1,000 森林環境譲与税基金積立金追加

与税事業費

⑦ 商工費 254,154 53 254,207 53

1 商工費 254,154 53 254,207 53

1 商工振興費 148,820 53 148,873 53 18 負担金補助 53 補助金

及び交付金 企業立地促進助成

⑧ 土木費 1,258,853 216 1,259,069 216

4 都市計画費 289,683 216 289,899 216

2 公園管理費 60,627 216 60,843 216 12 委託料 216 栗山公園・夕張川河畔公園指定管理業務追加

⑩ 教育費 853,282 25,989 879,271 1,529 △1,267 25,727

1 教育総務費 205,706 6,471 212,177 1,529 16 4,926

4 教育諸費 47,500 3,074 50,574 1,529 16 1,529 17 備品購入費 3,058 一般機器

18 負担金補助 16 補助金

及び交付金 子ども夢づくり支援事業追加

5 学園費 70,592 3,135 73,727 3,135 27 繰出金 3,135 北海道介護福祉学校特別会計繰出金追加

6 学生寮費 47,089 262 47,351 262 17 備品購入費 262 一般機器追加

2 小学校費 106,434 10,361 116,795 10,361

1 学校管理費 67,234 10,150 77,384 10,150 10 需用費 10,150 消耗品費

事業用追加 6,450

光熱水費

一般財源 区分 金額

- 10 -



款 財 源 内 訳 節       

項 補正前予算額 補正予算額 計 特定財源 説明

目 国道支出金 地方債 その他

⑩ 2 1 　 10 電気料追加 3,700

2 教育振興費 39,200 211 39,411 211 13 使用料及び 211 スキー施設使用料追加

賃借料

3 中学校費 53,401 1,547 54,948 1,547

1 学校管理費 30,806 1,400 32,206 1,400 10 需用費 1,400 光熱水費

電気料追加

2 教育振興費 22,595 147 22,742 147 13 使用料及び 147 スキー施設使用料追加

賃借料

4 社会教育費 194,583 1,780 196,363 1,780

3 公民館費 10,571 311 10,882 311 12 委託料 311 社会教育施設等指定管理業務追加

4 図書館費 72,572 41 72,613 41 12 委託料 41 図書館指定管理業務追加

6 農村環境改 11,757 421 12,178 421 12 委託料 421 社会教育施設等指定管理業務追加

善センター

費

7 開拓記念館 7,811 103 7,914 103 12 委託料 103 社会教育施設等指定管理業務追加

費

9 カルチャー 32,970 904 33,874 904 12 委託料 904 社会教育施設等指定管理業務追加

プラザ費

5 保健体育費 293,158 5,830 298,988 △1,283 7,113

2 体育施設費 74,180 3,069 77,249 3,069 12 委託料 484 栗山ダムパークゴルフコース指定管理業務追加

143

社会体育施設指定管理業務追加 341

14 工事請負費 2,585 栗山公園球場外野フェンス改修工事追加

3 スポーツセ 44,620 1,068 45,688 1,068 12 委託料 1,068 社会体育施設指定管理業務追加

ンター費

4 学校給食費 168,114 1,693 169,807 △1,283 2,976 10 需用費 1,693 光熱水費

電気料追加 1,300

修繕料

建物追加 393

一般財源 区分 金額
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款 財 源 内 訳 節       

項 補正前予算額 補正予算額 計 特定財源 説明

目 国道支出金 地方債 その他

⑪ 災害復旧費 23,451 1,328 24,779 776 152 400

1 公共土木施設災 21,951 968 22,919 776 152 40

害復旧費

1 補助災害復 21,351 968 22,319 776 152 40 14 工事請負費 968 雨煙別本沢線災害復旧工事減額

旧費 東山２号線災害復旧工事追加

2 農林水産業施設 1,500 360 1,860 360

災害復旧費

2 林業施設災 500 360 860 360 11 役務費 360 手数料

害復旧費 立木伐採処理追加

一般財源 区分 金額
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２．一　般　職

（１）総　　括

－ － － － － 準 職

－ － － － － 〃

－ － － － － 〃

区 分 扶 養 住 居 通 勤 特殊勤務 時 間 外 宿 日 直 管 理 職
管理職員
特別勤務

期 末 勤 勉 寒 冷 地 児 童 処遇改善

補正前 17,910 17,138 1,448 10 30,979 850 19,898 3,009 128,824 90,214 11,750 9,900 93

補　正 － － － － 17,000 － 858 － 3,587 1,704 － － －

計 17,910 17,138 1,448 10 47,979 850 20,756 3,009 132,411 91,918 11,750 9,900 93

(単位：千円）

区　分
職 員 数 給 与 費

共 済 費 合 計 備 考
(人） 報 酬 給 料 職 員 手 当 計

補　正　前

(100)

141 132,671 517,557 332,023 982,251

195,166 1,177,417

一　般　職

23,149 27,183

5,491 32,674

〃

計

(100)

141 133,060 521,202 355,172

補　　　正

( - )

－ 389 3,645

- 13 -

1,009,434

200,657 1,210,091

〃

（　　）内は、短時間勤務職員外書き

職員手当
の 内 訳

計

332,023

23,149

355,172



　　ア　会計年度任用職員以外の職員

( - )

－ － － － － 準 職

( - )

－ － － － － 〃

( - )

－ － － － － 〃

区 分 扶 養 住 居 通 勤 特殊勤務 時 間 外 宿 日 直 管 理 職
管理職員
特別勤務

期 末 勤 勉 寒 冷 地 児 童 処遇改善

補正前 17,910 17,138 1,293 10 29,954 850 19,898 3,009 108,346 90,214 11,750 9,900 －

補　正 － － － － 17,000 － 858 － 3,587 1,704 － － －

計 17,910 17,138 1,293 10 46,954 850 20,756 3,009 111,933 91,918 11,750 9,900 －

- 14 -

(単位：千円）

区　分
職 員 数 給 与 費

共 済 費 合 計 備 考
(人） 報 酬 給 料 職 員 手 当 計

135 － 500,503 310,272 一 般 職
補　正　前

810,775

165,465 976,240

補　　　正
－ － 3,645 23,149 26,794

5,491 32,285

〃

計
135 － 〃504,148 333,421 837,569

170,956 1,008,525

（　　）内は、短時間勤務職員外書き

職員手当
の 内 訳

計

310,272

23,149

333,421



　　イ　会計年度任用職員

29,701

－

29,701

区 分 通 勤 時 間 外 期 末 処遇改善

補正前 155 1,025 20,478 93

補　正 － － － －

計 155 1,025 20,478 93

(単位：千円）

区　分
職 員 数 給 与 費

共済費 合 計 備 考
(人） 報 酬 給 料 職 員 手 当 計

補　正　前

(100)

6 132,671 17,054 21,751 171,476 201,177

補　　　正

( - )

－ 389 － － 389 389

計

(100)

6 133,060 17,054 21,751 171,865 201,566

- 15 -

（　　）内は、短時間勤務職員外書き

職員手当
の 内 訳

計

21,751

－

21,751



　  - 1 -

（ 債 務 負 担 行 為 の 補 正 ）

第 ２ 条 債 務 負 担 行 為 の 追 加 は 、 「 第 ２ 表 債 務 負 担 行 為 の 補 正 」 に よ る 。

２ 歳 入 歳 出 予 算 の 補 正 の 款 項 の 区 分 及 び 当 該 区 分 ご と の 金 額 並 び に 補 正 後 の 歳 入 歳 出 の

金 額 は 、 「 第 １ 表 歳 入 歳 出 予 算 補 正 」 に よ る 。

　議　案　第　３　５　号

令 和 ５ 年 度 栗 山 町 国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 補 正 予 算 （ 第 ２ 号 ）

令 和 ５ 年 度 栗 山 町 国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 補 正 予 算 は 、 次 に 定 め る と こ ろ に よ る 。

（ 歳 入 歳 出 予 算 の 補 正 ）

第 １ 条 歳 入 歳 出 予 算 の 総 額 に 歳 入 歳 出 そ れ ぞ れ １ ， ０ ８ ０ 千 円 を 追 加 し 、 歳 入 歳 出

予 算 の 総 額 を 歳 入 歳 出 そ れ ぞ れ １ ， ４ ０ ４ ， ９ ３ ０ 千 円 と す る 。



第１表　歳入歳出予算補正

     歳        入 （単位：千円）

款 項 補正前予算額 補正予算額 計

3 国庫支出金 40 20 60

1 国庫補助金 40 20 60

4 道支出金 997,470 2,001 999,471

1 道補助金 997,470 2,001 999,471

6 繰入金 121,354 2,731 124,085

2 基金繰入金 15,210 2,731 17,941

7 繰越金 10,000 △3,672 6,328

1 繰越金 10,000 △3,672 6,328

歳　　入　　合　　計 1,403,850 1,080 1,404,930

     歳        出

款 項 補正前予算額 補正予算額 計

1 総務費 14,389 6 14,395

2 特別対策事業費 4,996 6 5,002

2 保険給付費 955,105 2,001 957,106

4 出産育児諸費 4,002 2,001 6,003

3 国民健康保険事業費納付金 397,257 △927 396,330

1 医療給付費分 288,686 △938 287,748

3 介護納付金分 27,659 11 27,670

歳　　出　　合　　計 1,403,850 1,080 1,404,930

- 2 -



歳　　入 （単位：千円）

款 節     

項 補正前予算額 補正予算額 計 説明

目

③ 国庫支出金 40 20 60

1 国庫補助金 40 20 60

1 保険給付費等 40 20 60 1 出産育児一時 20

補助金 金補助金

④ 道支出金 997,470 2,001 999,471

1 道補助金 997,470 2,001 999,471

1 保険給付費等 997,470 2,001 999,471 1 普通交付金 2,001

交付金

⑥ 繰入金 121,354 2,731 124,085

2 基金繰入金 15,210 2,731 17,941

1 基金繰入金 15,210 2,731 17,941 1 基金繰入金 2,731

⑦ 繰越金 10,000 △ 3,672 6,328

1 繰越金 10,000 △ 3,672 6,328

1 繰越金 10,000 △ 3,672 6,328 1 前年度繰越金 △ 3,672

区分 金額

歳　入　歳　出　事　項　別　明　細　書
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歳　　出

款 財 源 内 訳 節       

項 補正前予算額 補正予算額 計 特定財源 説明

目 国道支出金 地方債 その他

① 総務費 14,389 6 14,395 6

2 特別対策事業費 4,996 6 5,002 6

1 医療費適正 4,996 6 5,002 6 1 報酬 6 会計年度任用職員追加

化特別対策

事業費

② 保険給付費 955,105 2,001 957,106 2,001

4 出産育児諸費 4,002 2,001 6,003 2,001

1 出産育児一 4,002 2,001 6,003 2,001 11 役務費 1 手数料

時金 審査支払追加

18 負担金補助 2,000

及び交付金

③ 国民健康保険事業 397,257 △927 396,330 20 △947

費納付金

1 医療給付費分 288,686 △938 287,748 20 △958

1 医療給付費 288,686 △938 287,748 20 △958 18 負担金補助 △938 医療給付費分減額

分 及び交付金

3 介護納付金分 27,659 11 27,670 11

1 介護納付金 27,659 11 27,670 11 18 負担金補助 11 介護納付金分追加

分 及び交付金

一般財源 区分 金額
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２．一　般　職

（１）総　　括

－ － － － － 準 職

－ － － － － 〃

－ － － － － 〃

区 分 扶 養 住 居 通 勤 特殊勤務 時 間 外 宿 日 直 管 理 職
管理職員
特別勤務

期 末 勤 勉 寒 冷 地 児 童 処遇改善

補正前 － 336 － － 175 － － － 578 482 66 － －

補　正 － － － － － － － － － － － － －

計 － 336 － － 175 － － － 578 482 66 － －

〃

909

3,508 2,902 1,637

8,956

一　般　職8,047

8,0533,514

- 5 -

計

1,637

－

909

2,902

1,637

計
〃

（　　）内は、短時間勤務職員外書き

8,962

－ 6

－

1 1,637

補　　　正

(3)

( - )

－

6

－ 6

職員手当
の 内 訳

給 与 費

給 料

(3)

職 員 手 当 計

(単位：千円）

備 考区　分

給　与　費　明　細　書

補　正　前

職 員 数

1

合 計共 済 費
(人） 報 酬



　　ア　会計年度任用職員以外の職員

( - )

－ － － － － 準 職

( - )

－ － － － － 〃

( - )

－ － － － － 〃

区 分 扶 養 住 居 通 勤 特殊勤務 時 間 外 宿 日 直 管 理 職
管理職員
特別勤務

期 末 勤 勉 寒 冷 地 児 童 処遇改善

補正前 － 336 － － 175 － － － 578 482 66 － －

補　正 － － － － － － － － － － － － －

計 － 336 － － 175 － － － 578 482 66 － －

計
共 済 費

(単位：千円）

区　分
職 員 数 給 与 費

合 計 備 考
(人） 報 酬 給 料 職 員 手 当

4,539

5,448

一 般 職

909
補　正　前

〃

2,902 1,637 4,539

補　　　正
－ －

－－

1 － 2,902 1,637

－

－ － －

909

- 6 -

5,448

〃

（　　）内は、短時間勤務職員外書き

職員手当
の 内 訳

計

1,637

1,637

計
1 －



　　イ　会計年度任用職員

－

－

－

区 分 通 勤 時 間 外 期 末 処遇改善

補正前 － － － －

補　正 － － － －

計 － － － －

計

(単位：千円）

区　分
職 員 数 給 与 費

共済費 合 計 備 考
(人） 報 酬 職 員 手 当給 料

補　正　前

(3)

－ 3,508 － － 3,508 3,508

（　　）内は、短時間勤務職員外書き

職員手当
の 内 訳

- 7 -

計

－

－

－

－

6

( - )

66 － －

3,514 3,514
計

3,514 － －

補　　　正
－

(3)



　  - 1 -

（ 地 方 債 の 補 正 ）

第 ３ 条 地 方 債 の 追 加 は 、 「 第 ３ 表 地 方 債 の 補 正 」 に よ る 。

２ 歳 入 歳 出 予 算 の 補 正 の 款 項 の 区 分 及 び 当 該 区 分 ご と の 金 額 並 び に 補 正 後 の 歳 入 歳 出 の

金 額 は 、 「 第 １ 表 歳 入 歳 出 予 算 補 正 」 に よ る 。

　議　案　第　３　６　号

令 和 ５ 年 度 北 海 道 介 護 福 祉 学 校 特 別 会 計 補 正 予 算 （ 第 ３ 号 ）

令 和 ５ 年 度 北 海 道 介 護 福 祉 学 校 特 別 会 計 補 正 予 算 は 、 次 に 定 め る と こ ろ に よ る 。

（ 歳 入 歳 出 予 算 の 補 正 ）

第 １ 条 歳 入 歳 出 予 算 の 総 額 に 歳 入 歳 出 そ れ ぞ れ ５ ， ７ ３ ５ 千 円 を 追 加 し 、 歳 入 歳 出

予 算 の 総 額 を 歳 入 歳 出 そ れ ぞ れ １ １ ７ ， ４ １ ５ 千 円 と す る 。



第１表　歳入歳出予算補正

     歳        入 （単位：千円）

款 項 補正前予算額 補正予算額 計

4 繰入金 76,012 3,135 79,147

1 繰入金 76,012 3,135 79,147

7 町債 900 2,600 3,500

1 町債 900 2,600 3,500

歳　　入　　合　　計 111,680 5,735 117,415

     歳        出

款 項 補正前予算額 補正予算額 計

1 教育費 110,090 5,735 115,825

1 介護福祉学校費 110,090 5,735 115,825

歳　　出　　合　　計 111,680 5,735 117,415
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１. 追　　　　加 （単位：千円）

起債の方法 利 率 償 還 の 方 法

2. 介護福祉学校照明ＬＥＤ化改修事業債 2,600
普通貸借・証
券発行及び証
書借入

3.8％以内 （ただし、利率
見直し方式で借り入れる資
金について、利率見直しを
行った後においては、当該
見直し後の利率）

30年以内（うち据置5年以
内）の半年賦または年賦元
利均等償還及び半年賦また
は年賦元金均等償還、ただ
し町財政の都合により据置
期間及び償還期限を短縮
し、もしくは繰上償還する
ことができる。

起 債 の 目 的 限 度 額

- 3 -

第３表　地方債の補正



歳　　入 （単位：千円）

款 節     

項 補正前予算額 補正予算額 計 説明

目

④ 繰入金 76,012 3,135 79,147

1 繰入金 76,012 3,135 79,147

1 繰入金 76,012 3,135 79,147 1 一般会計繰入 3,135

金

⑦ 町債 900 2,600 3,500

1 町債 900 2,600 3,500

1 北海道介護福 900 2,600 3,500 1 北海道介護福 2,600 介護福祉学校照明ＬＥＤ化改修事業債

祉学校債 祉学校債

区分 金額

歳　入　歳　出　事　項　別　明　細　書
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歳　　出

款 財 源 内 訳 節       

項 補正前予算額 補正予算額 計 特定財源 説明

目 国道支出金 地方債 その他

① 教育費 110,090 5,735 115,825 2,600 3,135

1 介護福祉学校費 110,090 5,735 115,825 2,600 3,135

1 介護福祉学 110,090 5,735 115,825 2,600 3,135 2 給料 527 一般職給追加

校費 3 職員手当等 2,004 扶養手当追加 199

管理職手当追加 523

期末手当追加 629

勤勉手当追加 550

寒冷地手当追加 103

4 共済費 264 共済組合負担金追加

14 工事請負費 2,940 介護福祉学校照明ＬＥＤ化工事

一般財源 区分 金額
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１．一　般　職

（１）総　　括

－ － － － － 準 職

－ － － － － 〃

－ － － － － 〃

区 分 扶 養 住 居 通 勤 特殊勤務 時 間 外 宿 日 直 管 理 職
管理職員
特別勤務

期 末 勤 勉 寒 冷 地 児 童 処遇改善

補正前 756 324 1,203 － 467 － 2,120 315 7,072 5,863 591 － －

補　正 199 － － － － － 523 － 629 550 103 － －

計 955 324 1,203 － 467 － 2,643 315 7,701 6,413 694 － －

2,795

給 料 職 員 手 当

(－)

2,004

共 済 費

11,056

264

53,773

64,829

- 6 -

補　正　前

(2)

(単位：千円）

備 考

一　般　職

給 与 費

計報 酬

11,320

給　与　費　明　細　書

〃

（　　）内は、短時間勤務職員外書き

職員手当
の 内 訳

20,715

〃

合 計

2,531

区　分
職 員 数

(人）

56,3047 20,71533,996
計

1,593

(2)

7 1,593 33,469 18,711

補　　　正
－ － 527

計

18,711

2,004

67,624



　　ア　会計年度任用職員以外の職員

(1)

－ － － － － 準 職

(－)

－ － － － － 〃

(1)

－ － － － － 〃

区 分 扶 養 住 居 通 勤 特殊勤務 時 間 外 宿 日 直 管 理 職
管理職員
特別勤務

期 末 勤 勉 寒 冷 地 児 童 処遇改善

補正前 756 324 1,203 － 467 － 2,120 315 7,072 5,863 591 － －

補　正 199 － － － － － 523 － 629 550 103 － －

計 955 324 1,203 － 467 － 2,643 315 7,701 6,413 694 － －

- 7 -

66,031

〃

（　　）内は、短時間勤務職員外書き

職員手当
の 内 訳

計

18,711

2,004

20,715

計
7 － 33,996

－ － 527 〃

2,795

補　正　前
7 － 33,469 18,711

補　　　正

区　分
職 員 数

給 与 費

11,056

20,715 54,711

2,004 2,531

一 般 職52,180

63,236

264

11,320

(単位：千円）

備 考
(人） 報 酬 給 料 職 員 手 当 計

合 計共 済 費



　　イ　会計年度任用職員

－

－

－

区 分 通 勤 時 間 外 期 末 処遇改善

補正前 － － － －

補　正 － － － －

計 － － － －

- 8 -

1,593 1,593
計

1,593 － －

補　　　正
－

(1)

－

－

(－)

－－ － －

（　　）内は、短時間勤務職員外書き

職員手当
の 内 訳

計

－

－

－

－ 1,593 － － 1,593 1,593
補　正　前

(1)

計

(単位：千円）

区　分
職 員 数

給 与 費
共 済 費 合 計 備 考

(人） 報 酬 職 員 手 当給 料



　  - 1 -

２ 歳 入 歳 出 予 算 の 補 正 の 款 項 の 区 分 及 び 当 該 区 分 ご と の 金 額 並 び に 補 正 後 の 歳 入 歳 出 の

金 額 は 、 「 第 １ 表 歳 入 歳 出 予 算 補 正 」 に よ る 。

　議　案　第　３　７　号

令 和 ５ 年 度 栗 山 町 介 護 保 険 特 別 会 計 補 正 予 算 （ 第 ２ 号 ）

令 和 ５ 年 度 栗 山 町 介 護 保 険 特 別 会 計 補 正 予 算 は 、 次 に 定 め る と こ ろ に よ る 。

（ 歳 入 歳 出 予 算 の 補 正 ）

第 １ 条 歳 入 歳 出 予 算 の 総 額 に 歳 入 歳 出 そ れ ぞ れ １ ， ７ ０ ０ 千 円 を 追 加 し 、 歳 入 歳 出

予 算 の 総 額 を 歳 入 歳 出 そ れ ぞ れ １ ， ５ １ ７ ， １ ３ ５ 千 円 と す る 。



第１表　歳入歳出予算補正

     歳        入 （単位：千円）

款 項 補正前予算額 補正予算額 計

4 国庫支出金 362,988 825 363,813

2 国庫補助金 127,261 825 128,086

8 繰入金 250,929 875 251,804

1 一般会計繰入金 224,281 875 225,156

歳　　入　　合　　計 1,515,435 1,700 1,517,135

     歳        出

款 項 補正前予算額 補正予算額 計

1 総務費 17,321 1,650 18,971

1 総務管理費 895 1,650 2,545

3 地域支援事業費 95,176 50 95,226

3 包括的支援事業・任意事業費 39,157 50 39,207

歳　　出　　合　　計 1,515,435 1,700 1,517,135
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歳　　入 （単位：千円）

款 節     

項 補正前予算額 補正予算額 計 説明

目

④ 国庫支出金 362,988 825 363,813

2 国庫補助金 127,261 825 128,086

5 総務費国庫補 - 825 825 1 介護保険事業 825

助金 費補助金

⑧ 繰入金 250,929 875 251,804

1 一般会計繰入金 224,281 875 225,156

4 その他一般会 13,021 875 13,896 1 事務費等繰入 875

計繰入金 金

区分 金額

歳　入　歳　出　事　項　別　明　細　書
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歳　　出

款 財 源 内 訳 節       

項 補正前予算額 補正予算額 計 特定財源 説明

目 国道支出金 地方債 その他

① 総務費 17,321 1,650 18,971 825 825

1 総務管理費 895 1,650 2,545 825 825

1 一般管理費 895 1,650 2,545 825 825 12 委託料 1,650 介護保険システム改修

③ 地域支援事業費 95,176 50 95,226 50

3 包括的支援事業 39,157 50 39,207 50

・任意事業費

8 認知症総合 777 50 827 50 18 負担金補助 50 負担金

支援事業費 及び交付金 研修参加追加

一般財源 区分 金額
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　  - 1 -

２ 歳 入 歳 出 予 算 の 補 正 の 款 項 の 区 分 及 び 当 該 区 分 ご と の 金 額 並 び に 補 正 後 の 歳 入 歳 出 の

金 額 は 、 「 第 １ 表 歳 入 歳 出 予 算 補 正 」 に よ る 。

　議　案　第　３　８　号

令 和 ５ 年 度 栗 山 町 後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計 補 正 予 算 （ 第 ２ 号 ）

令 和 ５ 年 度 栗 山 町 後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計 補 正 予 算 は 、 次 に 定 め る と こ ろ に よ る 。

（ 歳 入 歳 出 予 算 の 補 正 ）

第 １ 条 歳 入 歳 出 予 算 の 総 額 に 歳 入 歳 出 そ れ ぞ れ １ ０ 千 円 を 追 加 し 、 歳 入 歳 出

予 算 の 総 額 を 歳 入 歳 出 そ れ ぞ れ ２ ６ ３ ， ８ ８ ７ 千 円 と す る 。



第１表　歳入歳出予算補正

     歳        入 （単位：千円）

款 項 補正前予算額 補正予算額 計

5 諸収入 11,443 10 11,453

3 還付金及び還付加算金 100 10 110

歳　　入　　合　　計 263,877 10 263,887

     歳        出

款 項 補正前予算額 補正予算額 計

3 諸支出金 100 10 110

1 償還金及び還付加算金 100 10 110

歳　　出　　合　　計 263,877 10 263,887

- 2 -



歳　　入 （単位：千円）

款 節     

項 補正前予算額 補正予算額 計 説明

目

⑤ 諸収入 11,443 10 11,453

3 還付金及び還付 100 10 110

加算金

1 保険料還付金 100 10 110 1 保険料還付金 10 過年度保険料還付金追加

区分 金額

歳　入　歳　出　事　項　別　明　細　書

- 3 -



歳　　出

款 財 源 内 訳 節       

項 補正前予算額 補正予算額 計 特定財源 説明

目 国道支出金 地方債 その他

③ 諸支出金 100 10 110 10

1 償還金及び還付 100 10 110 10

加算金

1 保険料還付 100 10 110 10 22 償還金利子 10 過年度保険料過誤納還付金及び還付加算金

金 及び割引料 追加

一般財源 区分 金額

- 4 -



議 案 第 ３９ 号

（総　則）

（債務負担行為）

　（債務負担行為）

（単位：千円）

事項 限度額 年度

1.栗山町水道施設管理委託業務 42,130 6 42,130

第２条　令和５年度栗山町水道事業会計予算第９条の次に次の１条を加える。

自　令和5年度
至　令和6年度

令 和 ５ 年 度 栗 山 町 水 道 事 業 会 計 補 正 予 算（ 第 １ 号 ）

第１条　令和５年度栗山町水道事業会計の補正予算は、次に定めるところによる。

　第１０条　債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。

期間 金額

- 1 -



議 案 第 ４０ 号

（総　則）

（債務負担行為）

　（債務負担行為）

（単位：千円）

事項 限度額 年度

1.栗山町下水道関連施設維持管理監視委託業務 2,442 6 2,442

第２条　令和５年度栗山町下水道事業会計予算第８条の次に次の１条を加える。

自　令和5年度
至　令和6年度

令 和 ５ 年 度 栗 山 町 下 水 道 事 業 会 計 補 正 予 算（ 第 １ 号 ）

第１条　令和５年度栗山町下水道事業会計の補正予算は、次に定めるところによる。

　第９条　債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。

期間 金額

- 1 -



 

 

議案第４１号 

 

栗山町森林（もり）づくり基金条例 

 

（設置） 

第１条 本町における森林整備及び森林空間の新たな活用の促進に要する経費の財源に充

てるため、栗山町森林（もり）づくり基金（以下「基金」という。）を設置する。 

（積立） 

第２条 基金の原資は、寄附金等をもって充てる。 

２ 基金に積み立てる額は、予算で定める額とする。 

（管理） 

第３条 基金に属する現金は、金融機関への預金その他最も確実かつ有利な方法によ

り保管しなければならない。 

（運用益金の処理） 

第４条 基金の運用から生ずる収益は、一般会計の歳入歳出予算に計上して、この基金に

編入するものとする。 

（処分） 

第５条 基金は、第１条に規定する事業の財源に充てる場合に限り、その全部又は一部を

処分することができる。 

（繰替運用） 

第６条 町長は、財政上必要があると認めるときは、確実な繰戻しの方法、期間及び利率

を定めて基金に属する現金を歳計現金に繰り替えて運用することができる。 

（委任） 

第７条 この条例に定めるもののほか必要な事項は、町長が別に定める。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 



議案第４２号 

 

職員の給与に関する条例の一部を改正する条例 

 

 （職員の給与に関する条例の一部改正） 

第１条 職員の給与に関する条例（昭和２６年条例第２号）の一部を次のように改正する。 

第２０条第２項中「１００分の１２０」を「１００分の１２５」に改め、同条第３項

中「１００分の１２０」を「１００分の１２５」に、「１００分の６７．５」を「１０

０分の７０」に改める。 

第２０条の４第２項第１号中「１００分の１００」を「１００分の１０５」に改め、

同項第２号中「１００分の４７．５」を「１００分の５０」に改める。 

  別表第１を次のように改める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別表第１（第３条関係）

職務の級 1級 2級 3級 4級 5級 6級
号俸 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額
1 162,100 208,000 240,900 271,600 295,400 323,100
2 163,200 209,700 242,400 273,200 297,500 325,300
3 164,400 211,400 243,800 274,700 299,500 327,500
4 165,500 212,900 245,200 276,300 301,400 329,500
5 166,600 214,400 246,400 277,800 303,200 331,500

6 167,700 216,200 248,000 279,500 305,000 333,500

7 168,800 217,900 249,500 281,300 306,600 335,400
8 169,900 219,600 250,900 283,100 308,200 337,300
9 170,900 221,100 252,000 284,800 309,800 339,200
10 172,300 222,600 253,400 286,700 312,000 341,200
11 173,600 224,100 254,900 288,500 314,200 343,200
12 174,900 225,600 256,200 290,300 316,200 345,200
13 176,100 226,800 257,500 292,100 318,200 347,000
14 177,600 228,200 258,700 293,700 320,200 349,000
15 179,100 229,600 259,900 295,100 322,100 350,900
16 180,700 231,000 261,100 296,500 324,000 352,800
17 181,800 232,400 262,300 298,000 325,900 354,500
18 183,200 234,000 263,600 300,000 327,900 356,500
19 184,600 235,500 264,900 302,000 329,800 358,300
20 186,000 236,900 266,200 303,800 331,700 360,200
21 187,300 238,100 267,600 305,500 333,400 362,100
22 189,600 239,700 269,100 307,400 335,400 364,000
23 191,800 241,200 270,700 309,300 337,400 365,900
24 194,000 242,600 272,200 311,100 339,300 367,800
25 196,200 243,600 273,800 312,800 340,700 369,700
26 197,900 245,100 275,500 314,800 342,600 371,600
27 199,400 246,400 277,100 316,800 344,500 373,500
28 200,900 247,600 278,700 318,700 346,400 375,400
29 202,400 248,700 280,300 320,400 348,000 376,900
30 203,800 249,700 281,800 322,400 349,900 378,700
31 205,200 250,600 283,300 324,400 351,700 380,500
32 206,600 251,500 284,800 326,400 353,500 382,100
33 208,000 252,400 285,900 327,600 355,300 383,800
34 209,300 253,300 287,500 329,600 357,100 385,200
35 210,600 254,100 289,000 331,500 358,800 386,600
36 211,900 254,900 290,500 333,500 360,500 388,000
37 213,200 255,600 291,900 335,400 361,900 389,400
38 214,400 256,700 293,500 337,300 363,200 390,600
39 215,600 257,900 295,100 339,200 364,500 391,800
40 216,700 259,000 296,700 341,100 365,900 392,800
41 217,800 260,200 298,200 342,900 367,000 393,900
42 218,900 261,400 299,800 344,800 367,900 395,100
43 219,900 262,500 301,300 346,600 368,900 396,200
44 220,900 263,600 302,800 348,400 370,000 397,300
45 221,800 264,700 304,400 349,900 370,800 398,000
46 222,700 265,800 306,000 351,300 371,700 398,700
47 223,600 266,900 307,600 352,700 372,600 399,400
48 224,500 267,900 309,100 354,200 373,400 400,100
49 225,400 268,900 310,000 355,700 374,200 400,700
50 226,300 269,900 311,500 356,500 375,000 401,300
51 227,200 270,900 313,000 357,500 375,800 401,800
52 228,100 271,800 314,600 358,500 376,500 402,200
53 228,900 272,700 316,200 359,400 377,200 402,600
54 229,800 273,600 317,800 360,500 377,900 402,900
55 230,700 274,500 319,300 361,400 378,600 403,200
56 231,500 275,400 320,800 362,400 379,300 403,500
57 231,800 276,300 322,200 363,300 379,800 403,800
58 232,600 277,200 323,400 364,000 380,400 404,100
59 233,300 278,100 324,500 364,700 381,000 404,400
60 233,900 279,000 325,600 365,300 381,700 404,700
61 234,500 280,000 326,300 365,700 382,100 405,000
62 235,200 281,000 327,200 366,300 382,800 405,300

一　　般　　職　　給　　料　　表
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63 235,800 281,900 328,000 367,000 383,400 405,600
64 236,300 282,800 328,800 367,700 384,000 405,900
65 236,800 283,300 329,600 368,000 384,400 406,200
66 237,300 284,000 330,000 368,700 385,000 406,500
67 237,800 284,700 330,600 369,400 385,600 406,800
68 238,400 285,600 331,300 370,000 386,200 407,100
69 238,900 286,600 332,100 370,300 386,600 407,300
70 239,400 287,400 332,800 370,900 387,100 407,600
71 239,900 288,200 333,500 371,600 387,600 407,900
72 240,400 289,000 334,100 372,200 388,200 408,100
73 240,900 289,700 334,600 372,500 388,500 408,300
74 241,400 290,200 335,200 373,100 388,900 408,600
75 241,800 290,600 335,700 373,800 389,300 408,900
76 242,300 291,000 336,300 374,400 389,700 409,100
77 242,800 291,200 336,600 374,800 390,000 409,300
78 243,300 291,500 337,100 375,300 390,300 409,600
79 243,800 291,700 337,500 375,900 390,600 409,900
80 244,300 292,000 337,900 376,400 390,800 410,100
81 244,700 292,200 338,300 376,900 391,000 410,300
82 245,200 292,400 338,800 377,500 391,300 410,600
83 245,600 292,700 339,300 378,000 391,600 410,900
84 246,000 292,900 339,800 378,300 391,800 411,100
85 246,400 293,200 340,100 378,700 392,000 411,300
86 246,800 293,500 340,500 379,200 392,300
87 247,200 293,800 341,000 379,600 392,600
88 247,600 294,100 341,400 380,000 392,800
89 248,000 294,400 341,700 380,400 393,000
90 248,500 294,800 342,100 380,900 393,300
91 248,800 295,100 342,600 381,300 393,600
92 249,100 295,500 343,000 381,700 393,800
93 249,400 295,700 343,200 382,000 394,000
94 295,900 343,600
95 296,200 344,100
96 296,600 344,500
97 296,800 344,700
98 297,100 345,100
99 297,500 345,500
100 297,900 345,800
101 298,100 346,100
102 298,400 346,500
103 298,800 346,900
104 299,100 347,300
105 299,300 347,800
106 299,600 348,200
107 300,000 348,600
108 300,300 349,000
109 300,500 349,500
110 300,900 349,900
111 301,300 350,200
112 301,600 350,500
113 301,800 351,000
114 302,000
115 302,300
116 302,700
117 302,900
118 303,100
119 303,400
120 303,700
121 304,100
122 304,300
123 304,600
124 304,900
125 305,200

基準給料月額 基準給料月額 基準給料月額 基準給料月額 基準給料月額 基準給料月額

188,700 216,200 256,200 275,600 290,700 316,200

定年前再任
用短時間勤
務職員
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第２条 職員の給与に関する条例の一部を次のように改正する。 

第２０条第２項中「１００分の１２５」を「１００分の１２２．５」に改め、同条第

３項中「１００分の１２５」を「１００分の１２２．５」に、「１００分の７０」を「１

００分の６８．７５」に改める。 

第２０条の４第２項第１号中「１００分の１０５」を「１００分の１０２．５」に改

め、同項第２号中「１００分の５０」を「１００分の４８．７５」に改める。 

附 則 

（施行期日等） 

１ この条例は、公布の日から施行する。ただし、第２条の規定は、令和６年４月１日か

ら施行する。 

２ 第１条の規定（職員の給与に関する条例（以下「給与条例」という。）第２０条第２

項及び第３項並びに第２０条の４第２項の改正規定を除く。）による改正後の給与条例

の規定は、令和５年４月１日から適用する。 

３ 第１条の規定（給与条例第２０条第２項及び第３項並びに第２０条の４第２項の改正

規定に限る。）による改正後の給与条例の規定は、令和５年１２月１日から適用する。 

（給与の内払） 

４ 第１条の規定による改正後の給与条例（以下「改正後の給与条例」という。）の規定

を適用する場合には、第１条の規定による改正前の給与条例の規定に基づいて支給され

た給与は、改正後の給与条例の規定による給与の内払とみなす。 



議案第４３号 

 

栗山町議会の議員の議員報酬及び費用弁償等に 

関する条例の一部を改正する条例 

 

 （栗山町議会の議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例の一部改正） 

第１条 栗山町議会の議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例（昭和３１年条例第１

６号）の一部を次のように改正する。 

第５条第２項中「１００分の２２０」を「１００分の２３０」に改める。 

第２条 栗山町議会の議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例の一部を次のように改

正する。 

  第５条第２項中「１００分の２３０」を「１００分の２２５」に改める。 

   附 則 

（施行期日等） 

１ この条例は、公布の日から施行する。ただし、第２条の規定は、令和６年４月１日か

ら施行する。 

２ 第１条の規定による改正後の栗山町議会の議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条

例（以下「改正後の議員報酬等条例」という。）の規定は、令和５年１２月１日から適用

する。 

（期末手当の内払） 

３ 改正後の議員報酬等条例の規定を適用する場合には、第１条の規定による改正前の栗

山町議会の議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例の規定に基づいて支給された期

末手当は、改正後の議員報酬等条例の規定による期末手当の内払とみなす。 



議案第４４号 

 

特別職の職員の給与に関する条例の一部を改正する条例 

 

（特別職の職員の給与に関する条例の一部改正） 

第１条 特別職の職員の給与に関する条例（昭和３２年条例第２３号）の一部を次のよう

に改正する。 

  第４条中「１００分の２２０」を「１００分の２３０」に改める。 

第２条 特別職の職員の給与に関する条例の一部を次のように改正する。 

  第４条中「１００分の２３０」を「１００分の２２５」に改める。 

   附 則 

 （施行期日等） 

１ この条例は、公布の日から施行する。ただし、第２条の規定は、令和６年４月１日か

ら施行する。 

２ 第１条の規定による改正後の特別職の職員の給与に関する条例（以下「改正後の給与

条例」という。）の規定は、令和５年１２月１日から適用する。 

（期末手当の内払） 

３ 改正後の給与条例の規定を適用する場合には、第１条の規定による改正前の特別職の

職員の給与に関する条例の規定に基づいて支給された期末手当は、改正後の給与条例の

規定による期末手当の内払とみなす。 

 



議案第４５号 

 

栗山町第１号会計年度任用職員の報酬、期末手当及び 

費用弁償に関する条例の一部を改正する条例 

  

栗山町第１号会計年度任用職員の報酬、期末手当及び費用弁償に関する条例（令和元年

条例第２４号）の一部を次のように改正する。 

題名を次のように改める。 

  栗山町第１号会計年度任用職員の報酬、期末手当、勤勉手当及び費用弁償に関する

条例 

第１条中「期末手当」の次に「、勤勉手当」を加える。 

第２条第５項中「及び期末手当」を「、期末手当及び勤勉手当」に改める。 

第８条第１項第１号中「以下」を「次号においてこれらの日を」に改め、同項第２号中

「換算した額」の次に「。第８条の２第１項第２号において同じ。」を加え、「１００分

の１２０」を「１００分の１２２．５」に改め、同条の次に次の１条を加える。 

（勤勉手当） 

第８条の２ 第１号会計年度任用職員（規則で定める者を除く。）には、次の各号に定める

ところにより、勤勉手当を支給する。 

⑴ 勤勉手当は、６か月以上の任用期間をもって任用された第１号会計年度任用職員又

は６か月未満の任用期間をもって任用され、１会計年度内で再度任用されることによ

りその任用期間が合計６か月以上となった第１号会計年度任用職員で、６月１日及び

１２月１日にそれぞれ在職する者に対して支給する。 

⑵ 勤勉手当の額は、報酬の月額に、町長が規則で定める基準に従って任命権者が定め

る割合を乗じて得た額とする。この場合において、任命権者が支給する勤勉手当の額

は、勤勉手当の支給を受ける当該職員の勤勉手当基礎額に１００分の１０２．５を乗

じて得た額を超えてはならない。 

２ 前項に規定するもののほか、第１号会計年度任用職員の勤勉手当については、給与条

例の規定により一般職の常勤職員に支給される勤勉手当の例による。 

附 則 

この条例は、令和６年４月１日から施行する。 



議案第４６号 

 

栗山町第２号会計年度任用職員の給与に関する条例 

の一部を改正する条例 

 

 栗山町第２号会計年度任用職員の給与に関する条例（令和元年条例第２５号）の一部を

次のように改正する。 

第２条中「期末手当」の次に「、勤勉手当」を加える。 

第１２条の次に次の１条を加える。  

（勤勉手当） 

第１２条の２ 第２号会計年度任用職員（任期の定めが６か月以上の者に限る。）の勤勉手

当については、給与条例の適用を受ける一般職の常勤職員の例による。この場合におい

て、給与条例第２０条の４に規定する勤勉手当基礎額に乗じる割合に改正があったとき

は、当該改正後の割合は、改正があった日の属する年度の翌年度の基準日から適用する

ものとし、改正があった年度内においては、なお従前の例による。 

２ 前条第２項及び第３項の規定は、第２号会計年度任用職員の勤勉手当の支給について

準用する。 

   附 則 

この条例は、令和６年４月１日から施行する。 



議案第４７号 

 

地方自治法の改正に伴う関係条例の整理に関する条例 

 

（監査委員設置条例の一部改正） 

第１条 監査委員設置条例（令和２年条例第１号）の一部を次のように改正する。 

  第４条中「第２４３条の２の２第３項」を「第２４３条の２の８第３項」に改める。 

（栗山町職員の育児休業等に関する条例の一部改正） 

第２条 栗山町職員の育児休業等に関する条例（平成４年条例第９号）の一部を次のよ

うに改正する。 

第７条第２項中「（地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第２２条の２第１

項に規定する会計年度任用職員を除く。）」を削る。 

第８条中「地方公務員法」の次に「（昭和２５年法律第２６１号）」を加える。 

（栗山町水道事業及び下水道事業の設置等に関する条例の一部改正） 

第３条 栗山町水道事業及び下水道事業の設置等に関する条例（昭和４２年条例第２５

号）の一部を次のように改正する。 

  第８条中「第２４３条の２の２第８項」を「第２４３条の２の８第８項」に改める。 

附 則 

この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

 



議案第４８号 

 

栗山町国民健康保険税条例の一部を改正する条例 

 

 栗山町国民健康保険税条例（平成３年条例第８号）の一部を次のように改正する。 

第２１条に次の１項を加える。 

３ 国民健康保険税の納税義務者の世帯に地方税法施行令第５６条の８９第４項に規

定する出産被保険者（以下「出産被保険者」という。）が属する場合における当該納

税義務者に対して課する所得割額及び被保険者均等割額（第１項に規定する金額を減

額するものとした場合にあっては、その減額後の被保険者均等割額）は、当該所得割

額及び被保険者均等割額から、次の各号に掲げる区分に応じ、それぞれ当該各号に定

める額を減額して得た額とする。 

⑴ 国民健康保険の出産被保険者に係る基礎課税額の所得割額 当該出産被保険者に

つき第３条の規定により算定した所得割額の１２分の１の額に、当該出産被保険者

の出産の予定日（地方税法施行規則第２４条の３０の５に定める場合には、出産の

日。以下同じ。）の属する月（以下「出産予定月」という。）の前月（多胎妊娠の

場合には、３月前）から出産予定月の翌々月までの期間（以下「産前産後期間」と

いう。）のうち当該年度に属する月数を乗じて得た額 

⑵ 国民健康保険の出産被保険者に係る基礎課税額の被保険者均等割額 当該出産被

保険者につき第５条の規定により算定した被保険者均等割額（第１項に規定する金

額を減額するものとした場合にあっては、その減額後の被保険者均等割額）の１２

分の１の額に、当該出産被保険者の産前産後期間のうち当該年度に属する月数を乗

じて得た額 

⑶ 国民健康保険の出産被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額の所得割額 当該

出産被保険者につき第６条の規定により算定した所得割額の１２分の１の額に、当

該出産被保険者の産前産後期間のうち当該年度に属する月数を乗じて得た額 

⑷ 国民健康保険の出産被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額の被保険者均等割

額 当該出産被保険者につき第７条の２の規定により算定した被保険者均等割額（

第１項に規定する金額を減額するものとした場合にあっては、その減額後の被保険

者均等割額）の１２分の１の額に、当該出産被保険者の産前産後期間のうち当該年

度に属する月数を乗じて得た額 

⑸ 国民健康保険の出産被保険者に係る介護納付金課税額の所得割額 当該出産被保



険者につき第８条の規定により算定した所得割額の１２分の１の額に、当該出産被

保険者の産前産後期間のうち当該年度に属する月数を乗じて得た額 

⑹ 国民健康保険の出産被保険者に係る介護納付金課税額の被保険者均等割額 当該

出産被保険者につき第９条の２の規定により算定した被保険者均等割額（第１項に

規定する金額を減額するものとした場合にあっては、その減額後の被保険者均等割

額）の１２分の１の額に、当該出産被保険者の産前産後期間のうち当該年度に属す

る月数を乗じて得た額 

第２２条の２の次に次の１条を加える。 

（出産被保険者に係る届出） 

第２２条の３ 国民健康保険税の納税義務者は、出産被保険者が世帯に属する場合に

は、次の各号に掲げる事項を記載した届書を町長に提出しなければならない。 

⑴ 納税義務者の氏名、住所、生年月日及び個人番号（行政手続における特定の個人

を識別するための番号の利用等に関する法律（平成２５年法律第２７号）第２条第

５項に規定する個人番号をいう。以下同じ。） 

⑵ 出産被保険者の氏名、住所、生年月日及び個人番号 

⑶ 出産の予定日 

⑷ 単胎妊娠又は多胎妊娠の別 

⑸ その他町長が必要と認める事項 

２ 前項の届書の提出に当たり、当該納税義務者は、次の各号に掲げる書類を添えなけ

ればならない。 

⑴ 出産の予定日を明らかにすることができる書類 

⑵ 多胎妊娠の場合には、その旨を明らかにすることができる書類 

⑶ 出産後に前項に規定する届出を行う場合には、出産した被保険者と当該出産に係 

る子との身分関係を明らかにすることができる書類 

３ 第１項の規定による届出は、出産被保険者の出産の予定日の６月前から行うことが

できる。 

４ 第１項の規定にかかわらず、町長が、当該出産被保険者について同項各号に掲げる

事項及び第２項各号に掲げる書類において明らかにすべき事項を確認することがで

きる場合は、第１項の規定による届出を省略させることができる。 

第２４条第２項第１号中「（行政手続における特定の個人を識別するための番号の利

用等に関する法律（平成２５年法律第２７号）第２条第５項に規定する個人番号をい

う。）」を削る。 



附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和６年１月１日から施行する。 

（適用区分） 

２ この条例による改正後の栗山町国民健康保険税条例の規定は、令和５年度分の国民

健康保険税のうち令和６年１月以後の期間に係るもの及び令和６年度以後の年度分

の国民健康保険税について適用し、令和５年度分の国民健康保険税のうち令和５年１

２月分以前の期間に係るもの及び令和４年度分までの国民健康保険税については、な

お従前の例による。 

 



議案第４９号 

 

栗山町特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の 

運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例 

 

栗山町特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条例

（平成２６年条例第２７号）の一部を次のように改正する。 

第１５条第１項第２号中「同条第１１項」を「同条第１０項」に改める。 

第３６条第３項中「第６条第２項中」の次に「「特定教育・保育施設（認定こども園又

は幼稚園に限る。以下この項において同じ。）」とあるのは「特定教育・保育施設（特別

利用教育を提供している施設に限る。以下この項において同じ。）」と、」を加える。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

 



議案第５０号 

 

道央廃棄物処理組合規約の一部変更について 

 

地方自治法第２８６条第２項の規定により、北海道知事への届出の日から、道央廃棄

物処理組合の事務所の位置を移転することから、道央廃棄物処理組合規約を次のとおり

変更する。 

 

道央廃棄物処理組合規約の一部を変更する規約 

 

道央廃棄物処理組合規約（平成２６年２月１８日市町村第１４５８号指令）の一部を

次のように変更する。 

第４条中「千歳市東雲町２丁目３４番地６」を「千歳市根志越２５３３番地の１」に

改める。 

附 則 

この規約は、北海道知事への届出の日から施行する。 



議案第５１号 

 

財産の取得について 

 

次のとおり財産を取得するため、地方自治法第９６条第１項第８号の規定により本議会

の議決を求める。 

  

１、名称、種類、数量   業務用パソコン 一式 

２、取 得 の 目 的   業務用パソコン更新 

３、取 得 の 方 法   北海道市町村備荒資金組合防災資機材譲渡事業に基づく譲渡 

４、取 得 予 定 価 格   ２５，４６５，０００円 

５、取 得 の 相 手 方   札幌市中央区北４条西６丁目 

              北海道市町村備荒資金組合 

               組合長   原 田   裕 

６、北海道市町村備荒資金組合の契約の相手方 

             栗山町中央３丁目３０５番地 

              モック・システム有限会社 

               代表取締役 村 上   渉 



議案第５２号 

 

財産の取得について 

 

次のとおり財産を取得するため、地方自治法第９６条第１項第８号の規定により本議会

の議決を求める。 

  

１、名称、種類、数量   校務用パソコン 一式 

２、取 得 の 目 的   学校校務用パソコン更新 

３、取 得 の 方 法   北海道市町村備荒資金組合防災資機材譲渡事業に基づく譲渡 

４、取 得 予 定 価 格   ２９，９２０，０００円 

５、取 得 の 相 手 方   札幌市中央区北４条西６丁目 

              北海道市町村備荒資金組合 

組合長   原 田   裕 

６、北海道市町村備荒資金組合の契約の相手方 

   栗山町中央３丁目３０５番地 

              モック・システム有限会社 

代表取締役 村 上   渉 

 


